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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第５期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ３. 平成16年８月９日開催の取締役会決議により、平成16年11月19日現在の株主名簿に記載された株主の所有 

            株式数を平成16年11月19日付をもって、１株を３株に分割しております。 

            なお、第６期中の１株当たり中間純利益金額につきましては、株式分割が期首に行なわれたものとして算  

            出しております。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高 （千円） － 4,591,336 6,569,347 7,249,489 10,655,911 

経常利益 （千円） － 195,814 207,684 547,508 402,669 

中間（当期）純利益 （千円） － 77,168 115,885 486,764 149,839 

純資産額 （千円） － 2,945,172 5,560,760 2,864,644 3,096,453 

総資産額 （千円） － 4,139,554 7,306,804 3,789,033 4,784,876 

１株当たり純資産額 （円） － 28,588.36 49,541.72 83,624.60 28,928.00 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） － 750.67 1,066.69 15,040.38 1,445.72 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － 727.98 1,057.31 14,806.07 1,374.24 

自己資本比率 （％） － 71.1 76.1 75.6 64.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 119,276 190,437 617,023 300,681 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △797,237 △305,377 △369,668 △1,641,815 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 3,360 2,778,091 1,274,306 △120,490 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） － 1,867,265 3,743,392 2,541,865 1,080,240 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
(人) 

－ 

(－) 

94 

(74) 

156 

(125) 

72 

(59) 

144 

(90) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．５期中につきましては、子会社及び連結会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益につきま

しては記載しておりません。 

３．当社は、第５期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益につきましては 

記載しておりません。 

    ４．当社は、第５期より連結財務諸表を作成しているため、それ以後につきましては、１株当たり純資産額、 

      １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は記載してお 

      りません。 

５．１株当たり中間（当期）純利益金額は期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。 

６. 第５期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額につきましては、新株引受権及び新株予約権

の残高がありますが、当社株式が非上場で店頭登録もしていないことから、期中平均株価の把握が困難なた

め記載しておりません。 

７．平成15年12月12日開催の取締役会決議により、平成16年１月５日現在の株主名簿に記載された株主の所有株

式数を平成16年１月５日付をもって、１株を２株に分割しております。 

なお、第５期の１株当たり当期純利益金額につきましては、株式分割が期首に行なわれたものとして算出し

ております。 

     ８．平成16年８月９日開催の取締役会決議により、平成16年11月19日現在の株主名簿に記載された株主の所有 

            株式数を平成16年11月19日付をもって、１株を３株に分割しております。 

            なお、第６期中の１株当たり中間純利益金額につきましては、株式分割が期首に行なわれたものとして算  

            出しております。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高 (千円) 3,239,721 4,584,507 5,839,928 7,249,489 10,079,451 

経常利益 (千円) 263,826 238,727 302,037 558,683 548,852 

中間（当期）純利益 (千円) 297,598 120,216 180,566 497,969 304,990 

持分法を適用した場合の投

資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 636,434 1,114,114 2,324,590 1,112,434 1,153,049 

発行済株式総数 (株) 32,856 103,020 112,244 34,256 107,040 

純資産額 (千円) 1,574,728 2,999,425 5,791,797 2,875,849 3,262,809 

総資産額 (千円) 2,354,227 4,208,902 7,249,547 3,799,328 4,803,747 

１株当たり純資産額 (円) 47,928.19 － － － － 

１株当たり中間(当期)純利

益金額 
(円) 9,541.70 － － － － 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
(円) － － － － － 

１株当たり中間(年間)配当

額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 66.9 71.3 79.9 75.7 67.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 291,343 － － － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △94,030 － － － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 189,692 － － － － 

現金及び現金同等物の中間

期末(期末)残高 
(千円) 1,407,210 － － － － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

53 

(44) 

89 

(72) 

112 

(108) 

69 

(59) 

104 

(81) 



２【事業の内容】 

  （1）事業内容の重要な変更 

    当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要 

     な変更はありません。 

  （2）主要な関係会社の異動 

１．平成18年３月13日付で、インターネットオークション事業を行う株式会社デファクトスタンダードの株式

を取得しました。 

２．平成17年11月21日付で、株式会社ネクストジャパンと登録会員を対象にした新たなショッピングサービス

を行う合弁会社、株式会社アミューズボックスを設立いたしました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）特定子会社には該当しておりません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員を記載しており、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間平均雇用

人員であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．従業員数が当中間連結会計期間において12名増加したのは、事業拡大に伴う採用によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員を記載しており、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員

であります。  

２．従業員数は事業拡大のため、前期末より8名増加したのは、事業拡大に伴う採用によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

㈱デファクトスタンダード 
 港区芝 115,000 

オークションメデ

ィア事業  
54.5 役員の兼任 ２名 

（持分法適用関連会社） 

㈱アミューズボックス 
 渋谷区恵比寿 90,000 

登録会員を対象と

したショッピング

サービスの提供  

50.0 役員の兼任 ２名 

平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

モバイルコマース事業 83 (54) 

WEBコマース事業 52 (53) 

その他の事業 9 (3) 

全社（共通） 12 (15) 

合計 156 (125) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 112 (108) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）における国内のインターネット関連業界

は、ブロードバンドインターネット及び携帯電話を使ったモバイルインターネットともに安定した成長が見られま

した。 

 平成17年12月末現在のブロードバンドの利用者数（DSL（Digital Subscriber Line）サービス、FTTH

（Fiber To The Home）サービス、CATVインターネットの利用者数の合計）は約2,237万人であり、平成17年６月末

の約2,000万人に比べ、約237万人（約11.8％増）増加しています。また、平成17年12月末現在のモバイルインター

ネットの利用者数は約8,009万人となり、平成16年６月末の約7,503万人に比べ、約506万人（約6.3％増）増加して

います。 

 今後もインターネット利用者数は利用料金の定額制や通信の高速化に伴い更なる増加が期待され、当社の属する

EC（エレクトロニック・コマース＝電子商取引）市場につきましても一層の拡大が見込まれます。 

 このような環境の中、当社はインターネット上での通信販売事業における提携ベンダー数及び購入者を増大させ

るための施策に取り組んでまいりました。また、アパレル関連商品のモバイルコマースサイト等を運営する株式会

社エムシープラスを子会社化したほか、株式会社ネクストジャパンとの業務提携の一環として設立しました株式会

社アミューズボックスを通じて、新たなショッピングサービスを開始したことにより、より一層のサービスの向上

に努めてまいりました。 

 これらの施策により、当中間連結会計期間における業績は、売上高6,569,347千円(前年同期比43.1％増)、営業

利益189,719千円(前年同期比8.1％減)、経常利益207,684千円(前年同期比6.1％増)、中間純利益115,885千円(前年

同期比％50.2増)となりました。 

    事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

    Ａ. モバイルコマース事業 

      「モバイルコマース事業」は、当社の自社モバイル媒体「ちびギャザ」及び雑誌、ラジオ、モバイルインタ

ーネット等の他社媒体との提携に、株式会社エムシープラスの運営する「渋谷コレクションLove Bargain」を

加え、購入者及び会員の積極的な獲得による新規顧客の継続的な増加と、既存顧客の利用度の向上により大き

く進展しました。当中間連結会計期間における売上高は3,638,361千円となり、前年同期売上高2,746,362千円

に比べ、32.5％増加しました。 

      そのうち、自社モバイル媒体の売上高は2,730,101千円(前年同期比1,848,327千円、47.7％増)、提携媒体の

売上高は908,260千円(前年同期比898,035千円、1.1％増)となりました。 

    Ｂ. WEBコマース事業 

      当社の自社WEB媒体「ショッピング＆ギャザリング ネットプライス」及び他社のWEB・HTMLメール・TEXTメ

ール等の媒体との提携に、株式会社エムシープラスの運営する「LuvExpress」を加え、「モバイルコマース事

業」と同様、新規顧客の増加、既存顧客の利用頻度の向上により、当中間連結会計期間における売上高は

2,789,389千円となり、前年同期売上高1,837,626千円に比べ、51.8％増となりました。 

 そのうち、自社WEB媒体の売上高は1,230,246千円(前年同期比860,748千円、42.9％増)、提携媒体の売上高

は1,559,142千円(前年同期比976,877千円、59.6％増)となりました。 

    Ｃ. その他の事業 

      当中間連結会計期間の売上高は149,067千円となりました。 

 そのうち、当社の子会社であります株式会社メディアンが運営する無料ポータルサイト（mediaX事業）にお

いてモバイルサイト構築を行った売上等が42,248千円計上されております。 

 なお、当社の子会社であります株式会社ネットプライスファイナンスが行う分割払いやリボルビング払いが

可能なクレジットカードの発行、個人向け無担保ローンサービスにつきましては、その他の事業に属してお

り、10,130千円計上されております。 



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）におけるキャッシュ・フローは、営業活

動により190,437千円増加し、投資活動により305,377千円減少し、財務活動により2,778,091千円増加し、その結

果、現金及び現金同等物（以下「資金」という）は2,663,152千円増加となり、中間期末残高は3,743,392千円とな

りました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は下記のとおりであります。 

  

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 主な収入要因は、税金等調整前中間純利益246,081千円、売上債権の減少額192,008千円であります。 

 主な支出要因は、未払金の減少額29,574千円、たな卸資産の増加額17,034千円であります。 

  

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 主な収入要因は、投資有価証券の売却による収入201,966千円、定期預金の払出による収入200,000千円でありま

す。 

 主な支出要因は、有形及び無形固定資産の取得による支出70,665千円、投資有価証券の取得による支出290,940

千円、子会社株式取得による支出235,407千円であります。 

  

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 主な収入要因は、株式の発行による収入2,332,556千円であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 当社グループは多品種の商品をユーザーからの受注の都度、国内のベンダーから仕入れ、ユーザーに供給してお

り、受注から売上までの期間が極めて短期間のため記載を省略しております。 

(3）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２. セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

モバイルコマース事業（千円） 2,097,907 ＋29.1 

  うち自社メディアコマース（千円） 1,479,292 ＋35.3 

  うち提携メディアコマース（千円） 618,615 ＋16.4 

ＷＥＢコマース事業（千円） 1,722,765 ＋57.4 

  うち自社メディアコマース（千円） 738,767 ＋44.2 

  うち提携メディアコマース（千円） 983,998 ＋69.0 

その他の事業（千円） 39,490 ― 

合計（千円） 3,860,163 ＋41.9 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

モバイルコマース事業（千円） 3,638,361 ＋32.5 

  うち自社メディアコマース（千円） 2,730,101 ＋47.7 

  うち提携メディアコマース（千円） 908,260 ＋1.1 

ＷＥＢコマース事業（千円） 2,789,389 ＋51.8 

  うち自社メディアコマース（千円） 1,230,246 ＋42.9 

  うち提携メディアコマース（千円） 1,559,142 ＋59.6 

その他の事業（千円） 141,595 ＋1,928.81 

合計（千円） 6,569,347 ＋43.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  （1）提出会社 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  （2）国内子会社 

    当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

(2)重要な設備の除却等 

   該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
所在地 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

提出会社 
本社（東京都

渋谷区）  

モバイルコマース事業 

WEBコマース事業 
システム機器  156,400 19,400 自己資金  平成18年４月 平成18年５月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

新株引受権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 155,040 

計 155,040 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月21日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 112,244 112,256 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 112,244 112,256 － － 

銘柄 
（発行年月日） 

中間会計期間末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株引受権
の残高 
（千円） 

発行価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

新株引受権
の残高 
（千円） 

発行価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

平成19年８月19日満期 

第１回無担保社債 

（新株引受権付） 

（平成12年８月16日発行） 

75 19,762 9,881 75 19,762 9,881 



「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行により、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の

規定に基づく特別決議により発行された新株予約権 

①平成14年９月13日臨時株主総会に基づく平成14年９月20日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合には、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２．当該ストックオプションに関わる行使の条件に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者が当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す。 

(2）当社株式は店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録もしくは日本国内の証券取引所に上場し、登

録もしくは上場した日より６ヶ月が経過するまでは、新株予約権者は、本契約書に定める権利の行使を

行うことはできないものとする。 

(3）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、「新株予約権割当契

約書」に定める条件による。 

(4）その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。 

３. 新株予約権の目的となる株式の数は、当初付与時は2,120株でしたが、新株予約権の行使に伴い1,300株減少

して820株となりました。さらに退職に伴う新株予約権の権利消失により10株、新株予約権の行使に伴い562

株減少して248株となり、その後、平成15年12月12日開催の取締役会決議によって、平成16年１月５日付

で、１株を２株に株式分割したことから496株となっております。さらに平成16年８月９日開催の取締役会

決議によって、平成16年11月19日付で、１株を３株に株式分割したことから1,452株となり、あわせて発行

価格は13,334円に及び資本組入額は6,667円に調整されております。 

その後、新株予約権の行使および退職に伴う新株予約権の権利消失により498株減少して、提出日の前月末

日現在では954株となっております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）  (注)３. 159 159 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  (注)３. 954 954 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  (注)３. 13,334 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年９月30日 

至 平成24年９月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）  (注)３. 

発行価格  13,334 

資本組入額  6,667 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の質入その他の

一切の処分は認めない。 
同左 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



②平成15年８月12日臨時株主総会に基づく平成15年８月21日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合には、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２．当該ストックオプションに関わる行使の条件に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者が当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す。 

(2）当社株式は店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録もしくは日本国内の証券取引所に上場し、登

録もしくは上場した日より６ヶ月が経過するまでは、新株予約権者は、本契約書に定める権利の行使を

行うことはできないものとする。 

(3）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、「新株予約権割当契

約書」に定める条件による。 

(4）その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。 

３. 新株予約権の目的となる株式の数は、当初付与時は157株でしたが、退職に伴う新株予約権の権利消失によ

り２株減少して155株となり、その後、平成15年12月12日開催の取締役会決議によって、平成16年１月５日

付で、１株を２株に株式分割し310株となり、分割後、退職に伴う新株予約権の権利消失により18株減少し

て292株となっております。さらに平成16年８月９日開催の取締役会決議によって、平成16年11月19日付

で、１株を３株に株式分割したことから828株となり、あわせて発行価格は15,000円に及び資本組入額は

7,500円に調整されております。 

その後、新株予約権の行使および退職に伴う新株予約権の権利消失により216株減少して、提出日の前月末

日現在では612株となっております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）  (注)３. 104 102 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  (注)３. 624 612 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  (注)３. 15,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年9月１日 

至 平成25年8月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）  (注)３. 

発行価格  15,000 

資本組入額  7,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の質入その他の

一切の処分は認めない。 
同左 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



③平成16年12月16日定時株主総会に基づく平成17年１月27日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合には、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２．当該ストックオプションに関わる行使の条件に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者が当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す。 

(2）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、「新株予約権割当契

約書」に定める条件による。 

(3）その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。 

３. 新株予約権の目的となる株式の数は、当初付与時は411株でしたが、退職に伴う新株予約権の権利消失によ

り47株減少し、364株となっております。 

その後、退職に伴う新株予約権の権利消失により11株減少して、提出日の前月末日現在では353株となって

おります。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）  (注)３. 353 353 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   353 353 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   761,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月16日 

至 平成28年12月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）   

発行価格  761,000 

資本組入額 380,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の質入その他の

一切の処分は認めない。 
同左 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．第三者割当による増加 

発行価格    468,000円 

資本組入額   234,000円 

割当先     ㈱電通               3,000株 

        ㈱サイバー・コミュニケーションズ  2,000株 

２．新株引受権の行使による増加であります。 

３．新株予約権の行使による増加であります。 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位を四捨五入しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年２月７日

（注）１． 
5,000 112,040 1,170,000 2,323,049 1,170,000 2,182,609 

 平成17年10月１日～ 

 平成18年３月３日 

（注）２ ． 

36 112,076 355 2,323,405 362 2,182,972 

 平成17年10月１日～ 

 平成18年３月３日 

（注）３ ． 

168 112,244 1,185 2,324,590 1,185 2,184,157 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社サイバーエージェント 東京都渋谷区道玄坂1-12-1 54,840 48.85 

佐藤 輝英 千葉県浦安市 22,824 20.33 

ソフトバンク・インターネット 

テクノロジー・ファンド２号 

 (業務執行組合員 ソフトバンク 

 ・インベストメント株式会社) 

東京都港区六本木1-6-1 4,956 4.41 

株式会社電通 東京都港区東新橋1-8-1 3,000 2.67 

日高 裕介 東京都港区 2,500 2.22 

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 東京都中央区築地5-5-12 2,000 1.78 

ソフトバンク・インターネット 

テクノロジー・ファンド３号 

 (業務執行組合員 ソフトバンク 

 ・インベストメント株式会社) 

東京都港区六本木1-6-1 1,194 1.06 

ビービーエイチフオーフイデリテイー 

パシフイツクベーシンエクスジヤパン 

コレクテイブトラスト 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行） 

東京都千代田区丸の内2-7-1 877 0.78 

三井物産株式会社 東京都中央区晴海1-8-12 600 0.53 

ビービーエイチルクスフィデリティファン

ズジャパンスモーラーカンパニーズ 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行） 

東京都千代田区丸の内2-7-1 543 0.48 

計 ― 93,334 83.15 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  112,244 112,244 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式  

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 112,244 ― ― 

総株主の議決権 ― 112,244 ― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 445,000 504,000 538,000 640,000 536,000 445,000 

最低（円） 375,000 401,000 415,000 450,000 356,000 373,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省 

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

     ただし、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38 

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

    ただし、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、 

   様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項 

   のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日 

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     1,867,265 3,743,392   1,080,240 

２．受取手形及び売掛金     926,096 1,049,239   1,235,655 

３．たな卸資産     68,318 239,471   209,429 

４．繰延税金資産     22,218 27,533   56,888 

５．その他     38,123 341,761   60,014 

貸倒引当金     △222 △2,356   △5,647 

流動資産合計     2,921,800 70.6 5,399,042 73.9   2,636,580 55.1

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物     60,524 61,679   64,235 

(2）工具器具備品     175,893 179,495   153,194 

有形固定資産合計     236,418 5.7 241,174 3.3   217,430 4.5

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定     ― 732,581   809,171 

(2）その他     125,587 231,748   181,311 

無形固定資産合計     125,587 3.0 964,329 13.2   990,482 20.7

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券     300,240 134,870   305,537 

(2）関係会社株式     ― 44,271   ― 

(3）長期性預金     284,756 95,494   283,089 

(4）繰延税金資産     43,428 49,005   51,017 

(5）その他     227,322 378,615   300,738 

投資その他の資産合計     855,748 20.7 702,257 9.6   940,383 19.7

固定資産合計     1,217,754 29.4 1,907,762 26.1   2,148,296 44.9

資産合計     4,139,554 100.0 7,306,804 100.0   4,784,876 100.0

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金     796,429 979,367   1,015,709 

２．短期借入金     ― 1,140   ― 

３．１年以内返済予定    

長期借入金 
    ― 3,000   3,000 

４．未払金     267,119 311,872   317,315 

５．未払法人税等     86,741 123,204   222,632 

６．ポイント引当金     5,230 34,555   24,513 

７．その他     38,861 81,673   86,190 

流動負債合計     1,194,382 28.9 1,534,812 21.0   1,669,362 34.9

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金     ― 10,695   9,250 

２．その他     ― 10,366   1,560 

固定負債合計     ― ― 21,061 0.3   10,810 0.2

負債合計     1,194,382 28.9 1,555,874 21.3   1,680,172 35.1

（少数株主持分）           

少数株主持分     ― ― 190,169 2.6   8,251 0.2

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,114,114 27.0 2,324,590 31.8   1,153,049 24.1

Ⅱ 資本剰余金     972,935 23.4 2,184,157 29.9   1,012,609 21.1

Ⅲ 利益剰余金     858,122 20.7 1,046,679 14.3   930,793 19.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金     ― ― 5,333 0.1   ― ―

資本合計     2,945,172 71.1 5,560,760 76.1   3,096,453 64.7

負債、少数株主持分    

及び資本合計 
    4,139,554 100.0 7,306,804 100.0   4,784,876 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,591,336 100.0 6,569,347 100.0   10,655,911 100.0

Ⅱ 売上原価     2,728,128 59.4 3,846,579 58.6   6,223,289 58.4

売上総利益     1,863,207 40.6 2,722,768 41.4   4,432,622 41.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   1,656,755 36.1 2,533,048 38.5   4,018,989 37.7

営業利益     206,452 4.5 189,719 2.9   413,633 3.9

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   2,794   1,447 6,341   

２．受取手数料   259   ― 409   

３．投資有価証券売却益   ─   13,446 ―   

４．デリバティブ評価益   ─   12,404 ―   

５．新株引受権戻入   ─   0 40   

６．雑収入   2,001 5,055 0.1 7,526 34,825 0.5 5,407 12,198 0.1

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   ─   154 895   

２．新株発行費   ─   13,381 ―   

３．投資事業組合運用損   ─   1,579 4,462   

４．デリバティブ評価損   15,243   ― 16,910   

５．持分法による投資損失   ─   1,228 ―   

６．雑損失   450 15,693 0.3 516 16,860 0.2 893 23,162 0.2

経常利益     195,814 4.3 207,684 3.2   402,669 3.8

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益   ―   1,356 ―   

２．持分変動損益   ― ― ― 49,407 50,763 0.7 ― ― ―

Ⅶ 特別損失           

１．たな卸資産評価損   ―   9,394 ―   

２．固定資産売却損 ※２ ―   2,971 ―   

３．固定資産除却損 ※３ 435   ― 2,400   

４．移転費用   1,480   ― 2,870   

５．投資有価証券評価損   71,639 73,554 1.6 ― 12,366 0.2 86,879 92,150 0.9

税金等調整前中

間  （当期）純利益 
    122,259 2.7 246,081 3.7   310,518 2.9

法人税、住民税及

び  事業税 
  81,827   113,618 211,934   

法人税等調整額   △36,735 45,091 1.0 27,707 141,325 2.2 △49,557 162,377 1.5

 少数株主損失     ― ― 11,129 0.2   1,698 0.0

中間（当期）純利益     77,168 1.7 115,885 1.8   149,839 1.4

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     971,255   1,012,609   971,255 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１．増資による新株の発行   ─   1,170,000   ―   

２．新株引受権の権利行使   ─   362   37,734   

３. 新株予約権の権利行使   1,680 1,680 1,185 1,171,547 3,620 41,354 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高     972,935   2,184,157   1,012,609 

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     780,954   930,793   780,954 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１．中間（当期）純利益   77,168 77,168 115,885 115,885 149,839 149,839 

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期末）残高     858,122   1,046,679   930,793 

       



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   122,259 246,081 310,518 

減価償却費   32,947 59,236 92,176 

連結調整勘定償却額   ― 33,123 42,587 

貸倒引当金の増加額(減少：△)   △39 △3,291 1,688 

ポイント引当金の増加額   5,230 10,041 23,553 

受取利息及び受取配当金   △2,794 △1,447 △6,341 

支払利息   ― 154 895 

持分法による投資損失          ─ 1,228 ― 

新株発行費          ─ 13,381 ― 

持分変動損益          ─ △49,407 ― 

固定資産売却損          ─ 2,971 ― 

固定資産除却損   435 ― 2,400 

投資事業組合運用損   ― 1,579 4,462 

投資有価証券評価損   71,639 ― 86,879 

投資有価証券売却益   ― △13,446 ― 

デリバティブ評価損益(益：△)   15,243 △12,404 16,910 

新株引受権戻入益   ─ △0 △40 

売上債権の増減額(増加：△)    △297,457 192,008 △553,875 

たな卸資産の増加額    △24,605 △17,034 △64,503 

仕入債務の増減額(減少：△)   129,813 △10,568 261,277 

未払金の増減額(減少：△)   70,911 △29,574 69,015 

未払消費税等の増減額(減少：△)   △11,584 △13,777 4,849 

その他   8,410 △8,212 8,291 

小計   120,407 400,643 300,747 

利息及び配当金の受取額   1,188 1,666 3,237 

利息の支払額   ― △137 △909 

法人税等の支払額   △2,319 △211,735 △2,394 

営業活動によるキャッシュ・フロー   119,276 190,437 300,681 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の払出による収入   ― 200,000 ― 

長期性預金の預入による支出   △300,000 ― △300,000 

有形固定資産の取得による支出   △74,573 △35,721 △98,368 

有形固定資産の売却による収入   ― 3,691 ― 

無形固定資産の取得による支出   △81,720 △34,943 △121,887 

投資有価証券の取得による支出   △285,000 △290,940 △310,000 

投資有価証券の売却による収入   ― 201,966 ― 

敷金・保証金の支払による支出   △57,355 △320 △87,781 

敷金・保証金の返還による収入   ─ 8,308 ― 

保険積立金の支払による支出   ─ △2,991 △34,534 

預り保証金の受入による収入   ─ 3,652 ― 

貸付けによる支出   △4,000 △78,826 △4,000 

貸付けの回収による収入   5,411 1,154 54,677 

関係会社の取得による支出   ― △45,000 ― 

連結範囲の変更を伴う子会社株式   

取得による支出 
  ― △235,407 △739,892 

その他   ― ― △30 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △797,237 △305,377 △1,641,815 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金返済による支出   ― ― △50,400 

長期借入金返済による支出   ― △1,500 △161,270 

株式の発行による収入   3,360 2,332,556 81,229 

少数株主に対する株式発行による収入   ― 447,035 9,950 

財務活動によるキャッシュ・フロー   3,360 2,778,091 △120,490 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   △674,600 2,663,152 △1,461,625 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,541,865 1,080,240 2,541,865 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高 
※１ 1,867,265 3,743,392 1,080,240 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数     ２社 

 主要な連結子会社 

  株式会社メディアン 

   株式会社ネットプライスファ

イナンス  

 株式会社ネットプライスファイ

ナンスにつきましては、当中間連

結会計期間に新規設立したことに

伴ない、当中間連結会計期間より

連結の範囲に含めております。な

お、設立日は平成16年12月27日で

あります。 

(1) 主要な連結子会社の数 ５社 

 主要な連結子会社 

株式会社メディアン 

株式会社ネットプライスファ 

    イナンス  

株式会社ネットプライスカー 

    ド 

株式会社エムシープラス 

株式会社デファクトスタンダ 

    ード 

 株式会社デファクトスタンダー

ドにつきましては、当中間連結会

計期間における株式の取得に伴

い、当中間連結会計期間より連結

の範囲に含めております。なお、

株式の取得日は平成18年３月13日

であります。同社はみなし取得日

が当中間連結会計期間末のため、

中間貸借対照表のみを連結してお

ります。 

(2) 非連結子会社の数   ２社 

 非連結子会社の名称 

株式会社クロスキャスト 

有限会社ラックスインク 

 非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由 

 株式会社クロスキャストと有限

会社ラックスインクは、総資産、

売上高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等が、いずれも当中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼさな

いため、連結の範囲から除外して

おります。 

 連結子会社の数     ４社 

 主要な連結子会社 

株式会社メディアン 

株式会社ネットプライスファ 

    イナンス  

株式会社ネットプライスカー 

    ド 

株式会社エムシープラス 

  株式会社ネットプライスファイ

ナンスにつきましては、当連結会

計年度に新規設立したことに伴

い、当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。なお、設立

日は平成16年12月27日でありま

す。  

  株式会社ネットプライスカード

につきましては、当連結会計年度

に新規設立したことに伴い、当連

結会計年度より連結の範囲に含め

ております。なお、設立日は平成

17年５月24日であります。 

 株式会社エムシープラスにつき

ましては、当連結会計年度におけ

る株式の取得に伴い、当連結会計

年度より連結の範囲に含めており

ます。なお、株式の取得日は平成

17年６月10日であります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

―――――  持分法適用会社の数  １社 

 主要な会社名 

株式会社アミューズボックス 

 株式会社アミューズボックスに

つきましては、当中間連結会計期

間に新規設立したことに伴い、当

中間連結会計期間より持分法の適

用範囲に含めております。なお、

設立日は平成17年11月21日であ

り、決算日は７月31日でありま

す。 

――――― 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

３. 連結子会社の中間決算日 

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間連結会計期間

末と中間連結決算日は一致してお

ります。 

 連結子会社のうち、株式会社エ

ムシープラスの中間決算日は２月

28日であります。当該連結子会社

の中間決算日と中間連結決算日と

の差は3ヶ月以内であるため、当

該連結子会社の事業年度に係る中

間連結財務諸表を基礎として連結

を行っております。また、中間決

算日が異なることから生じる連結

会社間の取引に係る会計記録の重

要な不一致については、必要な調

整を行っております。 

 連結子会社のうち株式会社デフ

ァクトスタンダードの中間決算日

は9月30日であります。中間連結

財務諸表の作成にあたっては、当

該連結子会社の決算日現在の財務

諸表を基礎として連結を行ってお

ります。 

 連結子会社のうち、株式会社エム

シープラスの決算日は８月31日で

あります。当該連結子会社の決算

日と連結決算日との差は３ヶ月以

内であるため、当該連結子会社の

事業年度に係る財務諸表を基礎と

して連結を行っております。 

  また、決算日が異なることから

生ずる連結会社間の取引に係る会

計記録の重要な不一致については

必要な調整を行っております。 

 なお、それ以外の連結子会社の

事業年度末と連結決算日は一致し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

    時価のあるもの 

       ― 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。（評

価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

    時価のあるもの 

       ― 

     時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

           ― 

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 ただし、投資事業有限責任組合

への出資は、組合等の財産の持分

相当額を有価証券として計上し、

組合等の営業により獲得した損益

の持分相当額を損益として計上す

る方法によっております。 

   時価のないもの 

        同左 

   

  ロ デリバティブ取引 

     時価法 

 ハ たな卸資産 

     商品、貯蔵品 

      個別法による原価法 

  

  

 ロ デリバティブ取引 

        同左 

ハ たな卸資産 

    商品、貯蔵品        

     同左  

 ロ デリバティブ取引 

        同左 

 ハ たな卸資産 

         商品、貯蔵品      

        同左      

      

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物   15年 

工具器具備品 ５年～10年 

ロ 無形固定資産 

  自社利用のソフトウエアに

つきましては社内における利

用見込可能期間（５年）に基

づく定額法 

イ 有形固定資産 

      同左 

  

  

  

  

ロ 無形固定資産 

      同左 

イ 有形固定資産 

      同左 

 

  

  

  

ロ 無形固定資産 

      同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため一般債権につきま

しては、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定の債権

につきましては個別に回収可

能性を勘案して回収不能見込

額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

      同左 

イ 貸倒引当金 

       同左 

 

 

 

 

 

  ロ ポイント引当金 

  ネットプライス会員の将来

のポイント行使による支出に

備えるため、当期に付与した

ポイントに対し利用実績率等

に基づき算出した、翌期以降

に利用されると見込まれるポ

イントに対する所要額を計上

しております。 

 ロ ポイント引当金 

  ネットプライス会員等の将

来のポイント行使による支出

に備えるため、当期に付与し

たポイントに対し利用実績率

等に基づき算出した、翌期以

降に利用されると見込まれる

ポイントに対する所要額を計

上しております。 

 ロ  ポイント引当金 

       同左 

(4）重要なリース取引の 

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

       同左        同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

       同左 

消費税等の会計処理 

       同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない、

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなってお

ります。 

       同左  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない、取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。   

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日)及び）「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。 

――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

84,864千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

156,802千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

125,524千円 

      

前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。  

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。  

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。  

給料手当 239,783千円 

広告宣伝費 142,051千円 

販売手数料 185,695千円  

物流費用 423,735千円 

回収手数料 149,113千円  

ポイント引当金

繰入額 
 5,230千円  

給料手当 387,524千円 

広告宣伝費 230,802千円 

販売手数料 302,911千円 

物流費用 580,792千円 

回収手数料 189,589千円 

減価償却費  59,072千円 

ポイント引当金

繰入額 
 10,120千円 

連結調整勘定 

償却額 
 33,123千円 

給料手当 574,241千円 

広告宣伝費 395,592千円 

販売手数料 457,801千円 

物流費用 962,545千円 

回収手数料 332,076千円 

減価償却費  90,357千円 

ポイント引当金

繰入額 
 24,430千円 

連結調整勘定 

償却額 
 42,587千円 

――――― ※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

工具器具備品    2,971千円 

計     2,971千円 

――――― 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

工具器具備品      334千円 

ソフトウェア       101千円 

計       435千円 

――――― ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    1,965千円 

工具器具備品      334千円 

ソフトウェア       101千円 

計     2,400千円 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

※１現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金定 1,867,265千円

現金及び現金 

同等物 
1,867,265千円

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金定 3,743,392千円

現金及び現金 

同等物 
3,743,392千円

（平成17年９月30日現在）

現金及び預金定 1,080,240千円

現金及び現金 

同等物 
1,080,240千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

  千円 千円 千円

工具器具備品 13,434 1,845 11,588

 合計 13,434 1,845 11,588

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

  千円 千円 千円

工具器具備品 35,849 9,072 26,777

 合計 35,849 9,072 26,777

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 

  千円 千円 千円

工具器具備品 28,869 4,852 24,016

 合計 28,869 4,852 24,016

２.未経過リース料中間期末残高相当額 ２.未経過リース料中間期末残高相当額 ２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内  3,471千円 

１年超  8,174千円 

 合計  11,646千円 

１年内  8,889千円 

１年超 18,114千円 

 合計  27,003千円 

１年内  6,522千円 

１年超  17,634千円 

 合計  24,157千円 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び  

支払利息相当額 

支払リース料  1,188千円 

減価償却費相当額  1,142千円 

支払利息相当額    80千円 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び   

支払利息相当額 

支払リース料  4,639千円 

減価償却費相当額  4,477千円 

支払利息相当額   255千円 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び 

支払利息相当額 

支払リース料  4,315千円 

減価償却費相当額   4,148千円 

支払利息相当額   284千円 

４.減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を 

零とする定額法によっております。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

４.減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

５.利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

５.利息相当額の算定方法 

     同左 

５.利息相当額の算定方法 

   同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券ので時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
前中間連結会計期間末 

（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年３月31日） 

前連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

 
取得原価

（千円） 

前中間連結

貸借対照表

計上額 

（千円） 

差額 

（千円） 

取得原価

（千円） 

当中間連結

貸借対照表

計上額 

（千円） 

差額 

（千円） 

取得原価

（千円） 

前連結貸借

対照表計上

額 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1）その他 ― ― ― 101,920 109,000 7,080 ― ― ― 

合計 ― ― ― 101,920 109,000 7,080 ― ― ― 

 
前中間連結会計期間末 

（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年３月31日） 

前連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

 
前中間連結貸借対照表計上額

（千円） 

当中間連結貸借対照表計上額

（千円） 

前連結貸借対照表計上額 

（千円） 

(1）その他有価証券 

  
   

①非上場株式 300,240 5,000 285,000 

②投資事業有限責任組合への出資 ― 20,870 20,537 

(2）関係会社株式 

  
― 44,271 ― 

合計 300,240 70,141 305,537 



（デリバティブ取引関係） 

   前中間連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１  時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２  組込デリバティブについては、時価を合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時価評価 

             し、評価差額を損益に計上しております。 

   当中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１  時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２  組込デリバティブについては、時価を合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時価評価 

             し、評価差額を損益に計上しております。 

  前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）  

（注）１  時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２  組込デリバティブについては、時価を合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時価評価 

             し、評価差額を損益に計上しております。 

種類 契約額等 (千円) 時価 (千円) 評価損益 (千円) 

市場取引以外の取引 複合金融商品 300,000 284,756 15,243 

合計 300,000 284,756 15,243 

種類 契約額等 (千円) 時価 (千円) 評価損益 (千円) 

市場取引以外の取引 複合金融商品 100,000 95,494 △4,505 

合計 100,000 95,494 △4,505 

種類 契約額等 (千円) 時価 (千円) 評価損益 (千円) 

市場取引以外の取引 複合金融商品 300,000 283,089 △16,910 

合計 300,000 283,089 △16,910 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の通信販売を行うメディアの種類別に区分しております。 

２．各区分に属する主要な媒体 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は172,729千円であり、その主なものは経理・総務部門等

の管理部門に係る費用であります。 

  
モバイルコマ

ース事業 

（千円） 

WEBコマース

事業 

（千円） 

その他の 

事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,746,362 1,837,626 7,347 4,591,336 ― 4,591,336 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
― ― 3,693 3,693 △3,693 ― 

計 2,746,362 1,837,626 11,041 4,595,030 △3,693 4,591,336 

  営業費用 2,476,880 1,685,971 52,996 4,215,848 169,035 4,384,884 

  営業利益 269,482 151,654 △41,954 379,181 △172,729 206,452 

事業区分 主要媒体 

モバイル事業 
「ちびギャザ」（自社媒体） 

自社媒体以外のモバイル及び雑誌等提携媒体 

WEB事業 
「ショッピング＆ギャザリング ネットプライス」（自社媒体） 

自社媒体以外のインターネット及び雑誌等提携媒体 

その他の事業 広告販売、モバイルサイト構築、カード発行手数料等 



当中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の通信販売を行うメディアの種類別に区分しております。 

２．各区分に属する主要な媒体 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は204,652千円であり、その主なものは経理・総務部門等

の管理部門に係る費用であります。 

  
モバイルコマ

ース事業 

（千円） 

WEBコマース

事業 

（千円） 

その他の 

事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 3,638,361 2,789,389 141,595 6,569,347 ― 6,569,347 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
― ― 7,472 7,472 △7,472 ― 

計 3,638,361 2,789,389 149,067 6,576,819 △7,472 6,569,347 

  営業費用 3,323,850 2,728,945 129,651 6,182,447 197,180 6,379,627 

  営業利益 314,511 60,444 19,416 394,372 △204,652 189,719 

事業区分 主要媒体 

モバイルコマース事業 
「ちびギャザ」「Love Bargain」（自社媒体） 

自社媒体以外のモバイル及び雑誌等提携媒体 

WEBコマース事業 

「ショッピング＆ギャザリング ネットプライス」 

「LuvXpress」（自社媒体） 

自社媒体以外のインターネット及び雑誌等提携媒体 

その他の事業 課金売上、モバイルサイト構築、カード発行手数料等 



前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の通信販売を行うメディアの種類別に区分しております。 

２．各区分に属する主要な媒体 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は406,388千円であり、その主なものは経理・総務部門等

の管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年10月１日 至 平成17年 3月31日)、当中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18

年 3月31日)及び前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年 9月30日) 

       本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年10月１日 至 平成17年 3月31日)、当中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18

年 3月31日)及び前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年 9月30日) 

  海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

モバイルコマ

ース事業 

（千円） 

WEBコマース

事業 

（千円） 

その他の 

事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 6,107,880 4,419,160 128,871 10,655,911 ―  10,655,911 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
―  ―  5,077 5,077 △5,077 ― 

計 6,107,880 4,419,160 133,948 10,660,989 △5,077 10,655,911 

  営業費用 5,541,214 4,130,048 169,705 9,840,968 401,310 10,242,278 

  営業利益又は営業損失(△) 566,666 289,112 △35,757 820,021 △406,388 413,633 

事業区分 主要媒体 

モバイルコマース事業 
「ちびギャザ」「Love Bargain」（自社媒体） 

自社媒体以外のモバイル及び雑誌等提携媒体 

WEBコマース事業 

「ショッピング＆ギャザリング ネットプライス」 

「LuvXpress」（自社媒体） 

自社媒体以外のインターネット及び雑誌等提携媒体 

その他の事業 課金売上、モバイルサイト構築等 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎 

    は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 28,588円36銭 

１株当たり中間純利益金額 750円67銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
727円98銭 

１株当たり純資産額 49,541円72銭 

１株当たり中間純利益金額 1,066円69銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
1,057円31銭 

１株当たり純資産額 28,928円00銭 

１株当たり当期純利益金額 1,445円72銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
1,374円24銭 

 当社は、平成16年11月19日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりとなり

ます。 

    

前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

27,874円87銭 

１株当たり当期純利益金額 

5,013円46銭 

潜在株式調整後１株当たり      

当期純利益金額 

4,935円41銭 

  

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

１株当たり中間(当期)純利益金額       

 中間（当期）純利益（千円） 77,168 115,885 149,839 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ─  ─  ―  

 普通株式に係る中間(当期)純利益

（千円） 
77,168 115,885 149,839 

 期中平均株式数（株） 102,799 108,640 103,644 

潜在株式調整後１株当たり中間  

（当期）純利益金額 

      

  中間（当期）純利益調整額（千円）       ─ ―  ―  

 普通株式増加数（株） 3,204 964 

(うち新株引受権の数177) 

(うち新株予約権の数787) 

5,391 

(うち新株引受権の数3,352) 

(うち新株予約権の数2,039) 

  希薄化効果を有していないため、潜

在株式調整後1株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

普通株式に対する新株予約権

（新株予約権の数406個）  

普通株式に対する新株予約権

（新株予約権の数353個）  

普通株式に対する新株予約権

（新株予約権の数411個） 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

(1）合弁会社の設立について 

    連結子会社である株式会社ネットプラ

イスファイナンスは、平成17年５月24日

付でＧＥコンシューマー・ファイナンス

株式会社と合弁で株式会社ネットプライ

スカードを設立いたしました。 

   ①  目的 

       ネットプライスグループの事業拡大

における商品販売力の強化について、

クレジットカードサービスを通じて、

多様化するお客様の購買手段と消費行

動に対応し、ショッピングサービスに

おける利便性の向上、販売力の強化を

図る。 

  

    ② 商 号   

       株式会社ネットプライスカード 

    ③ 代表者の氏名 

     中村浩二 

    ④ 所在地 

     渋谷区恵比寿一丁目18番18号 

    ⑤ 設立日 

     平成17年５月24日 

    ⑥ 資本の額 

     50,000千円 

    ⑦ 出資比率 

    株式会社ネットプライス 

    ファイナンス          80.1％ 

        ＧＥコンシューマー・ 

        ファイナンス株式会社  19.9％  

     

      

――――― (1）合弁会社の設立について 

    当社は、平成17年11月10日開催の取締

役会決議に基づき、株式会社ネクストジ

ャパン(本社：大阪府吹市、代表取締役

社長：長江芳実)との業務提携の一環と

して、本年11月21日を期日として合弁会

社「株式会社アミューズボックス」を設

立いたしました。 

  ①  合弁会社設立の趣旨 

      当社では、携帯電話およびパソコンか

らアクセス可能なインターネット上で

の通信販売事業を行っており、自社で

運営するWEB・モバイルサイト上で雑

誌、ラジオ、インターネット、交通広

告等の約120の有力提携媒体と連動した

ショッピングサービスを展開しており

ます。 

  今後、株式会社アミューズボックス

を通じて600万人を超える大規模会員組

織「JJCLUB100」と連動した新たなショ

ッピングサービスを開始することで、

商品販売チャネルの更なる拡大を図る

と同時に、商品の申し込みが増えるほ

どに価格が安くなる販売方式「ギャザ

リング」の効果を増加させることによ

り、インターネットを通じた新たな流

通スタイルの構築を目指します。 

   ② 合弁会社の概要 

    (１) 商 号   

       株式会社アミューズボックス 

    (２) 代表者 

     代表取締役社長  佐藤輝英  

     （当社代表取締役社長） 

     代表取締役副社長 渡邊一正 

（株式会社ネクストジャパン取締役

上席副社長） 

    (３) 設立年月日 

平成17年11月21日 

    (４) 主な事業の内容 

携帯電話およびパソコンインターネ

ット上でのショッピングサービス事

業ならびにオンラインアミューズメ

ント事業 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

(2）株式の取得について 

    平成17年６月10日開催の取締役会にお

いて、株式取得を行う決議をいたしまし

た。その概要は次のとおりであります。 

  ①  株式取得の相手会社の名称 

株式会社 エムシープラス 

  ② 取得する会社の事業内容 

アパレルの通信販売事業 

  ③ 取得する会社の資本金 

 28,025,000円 

（平成17年３月31日現在） 

  ④ 株式取得の時期 

平成17年６月10日 

  ⑤ 取得株数・買取価額・ 

    取得後の持分比率 

取得株式数     2,943株 

買取価額     275,500円 

買取総額     810,796,500円 

取得後持分比率    90.0％ 

  ⑥ 支払資金の調達 

自己資金 

  ⑦ 株主構成 

㈱ネットプライス  90.0％ 

水野純也      10.0％   

―――――     (５) 役員構成  

  代表者は上記２名が兼務。他取締

役は両社よりそれぞれ１名ずつの選

出とし、監査役は株式会社ネクスト

ジャパンからの選出といたします。

    (６) 資本の額 

90百万円 

    (７) 発行株式総数 

1,800株 

    (８) 株主構成および所有割合 

株式会社ネットプライス 

                    50.0％ 

株式会社ネクストジャパン 

                    50.0％ 



(2）【その他】 

   該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     1,760,768 3,367,637   997,031 

２．売掛金     920,778 970,750   1,172,337 

３．たな卸資産     68,056 146,879   83,337 

４．繰延税金資産     22,218 31,192   34,890 

５．その他 ※２   36,434 343,663   85,936 

貸倒引当金     △222 △416   △522 

   流動資産合計     2,808,033 66.7 4,859,707 67.0   2,373,011 49.4

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物     56,072 49,299   53,108 

２．工具器具備品     169,202 168,878   147,257 

    有形固定資産合計     225,274 5.4 218,178 3.0   200,365 4.2

(2）無形固定資産     119,846 2.8 153,031 2.1   145,143 3.0

(3）投資その他の資産           

 １．投資有価証券     300,240 129,870   305,537 

 ２．関係会社株式     ― 1,455,796   1,010,796 

 ３．長期性預金     284,756 95,494   283,089 

 ４．繰延税金資産     43,428 45,346   50,779 

 ５．その他     427,322 292,123   435,023 

 投資その他の資産合計     1,055,748 25.1 2,018,631 27.9   2,085,226 43.4

    固定資産合計     1,400,869 33.3 2,389,840 33.0   2,430,735 50.6

    資産合計     4,208,902 100.0 7,249,547 100.0   4,803,747 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金     796,429 931,167   956,419 

２．未払金     266,149 262,175   260,184 

３．ポイント引当金     5,230 33,224   23,193 

４．その他     126,120 186,432   285,593 

流動負債合計     1,193,929 28.3 1,413,000 19.5   1,525,390 31.8

 Ⅱ 固定負債            

  １．預り保証金     15,547 44,750   15,547 

     固定負債合計     15,547 0.4 44,750 0.6   15,547 0.3

負債合計     1,209,477 28.7 1,457,750 20.1   1,540,938 32.1

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,114,114 26.5 2,324,590 32.1   1,153,049 24.0

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   972,935   2,184,157 1,012,609   

資本剰余金合計     972,935 23.1 2,184,157 30.1   1,012,609 21.1

Ⅲ 利益剰余金           

１．中間（当期）  
未処分利益 

  912,375   1,277,716 1,097,149   

利益剰余金合計     912,375 21.7 1,277,716 17.6   1,097,149 22.8

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

    ― ― 5,333 0.1   ― ―

資本合計     2,999,425 71.3 5,791,797 79.9   3,262,809 67.9

負債・資本合計     4,208,902 100.0 7,249,547 100.0   4,803,747 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,584,507 100.0 5,839,928 100.0   10,079,451 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,719,644 59.3 3,467,425 59.4   5,931,640 58.8

売上総利益     1,864,862 40.7 2,372,503 40.6   4,147,811 41.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,615,937 35.3 2,090,639 35.8   3,588,576 35.7

営業利益     248,925 5.4 281,863 4.8   559,234 5.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   5,045 0.1 32,586 0.6   11,233 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   15,243 0.3 12,412 0.2   21,615 0.1

経常利益     238,727 5.2 302,037 5.2   548,852 5.5

Ⅵ 特別損失 ※３   73,554 1.6 2,971 0.1   89,135 0.9

税引前中間  
（当期）純利益 

    165,172 3.6 299,065 5.1   459,717 4.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  81,692   113,028 211,484   

法人税等調整額   △36,735 44,956 1.0 5,471 118,499 2.0 △56,758 154,726 1.6

中間（当期）  
純利益 

    120,216 2.6 180,566 3.1   304,990 3.0

前期繰越利益     792,158 1,097,149   792,158 

中間（当期）   
未処分利益 

    912,375 1,277,716   1,097,149 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 １．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

  

        ― 

  

  

  

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  

     

        ― 

(1）有価証券 

子会社株式 

       同左  

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。（評

価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  ただし、投資事業有限責任組合

への出資は、組合等の財産の持分

相当額を有価証券として計上し、

組合等の営業により獲得した損益

の持分相当額を損益として計上す

る方法によっております。 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左  

その他有価証券 

    時価のあるもの 

  

        ― 

   

  

  

 時価のないもの 

           同左 

   

  

             

  (2）デリバティブ取引 

  時価法 

(2）デリバティブ取引 

同左 

(2）デリバティブ取引 

        同左 

  (3) たな卸資産 

商品、貯蔵品 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

  商品、貯蔵品 

同左 

(3）たな卸資産 

  商品、貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物        15年 

工具器具備品  5年～15年 

(1）有形固定資産 

         同左 

  

  

  

  

(1）有形固定資産 

         同左 

  

  

  

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェアにつ

きましては社内における利用

見込可能期間（５年）に基づ

く定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に 

 備えるため、一般債権につき 

 ましては、貸倒実績率により 

 、貸倒懸念債権等の特定の債 

 権につきましては個別に回収 

 可能性を勘案して回収不能見 

 込額を計上しております。 

(2）ポイント引当金 

  ネットプライス会員の将来の

 ポイント行使による支出に備 

 えるため、当期に付与したポ 

 イントに対し利用実績率等に 

 基づき算出した、翌期以降に 

 利用されると見込まれるポイ 

 ントに対する所要額を計上し 

 ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

(2）ポイント引当金 

同左 

 

 

 

 

 

(1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

(2）ポイント引当金 

同左 

 

 

 

 

 

４．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に 

  移転すると認められるもの以 

   外のファイナンス・リース取 

   引については、通常の賃貸 

  借取引に係る方法に準じた会 

   計処理によっております。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

    表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 

平成14年８月９日)及び）「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (中間貸借対照表) 

 「投資有価証券」は前中間期まで、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末において資産総

額の100分の５を超えたため区分掲記しました。なお、前中間期末

の「投資有価証券」の金額は9,600千円であります。 

――――― 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度末 
（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

83,327千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

150,404千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

121,496千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２ 消費税等の取扱い 

同左  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,793千円

受取手数料 259千円

受取利息 2,389千円

デリバティブ評価益 12,404千円

投資有価証券売却益 13,446千円

受取利息 7,099千円

受取手数料 409千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

デリバティブ評価損 15,243千円 新株発行費 10,524千円

投資事業組合運用損 1,579千円

投資事業組合運用損 4,462千円

デリバティブ評価損 16,910千円

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

工具器具備品除却損 334千円

ソフトウェア除却損 101千円

移転費用 1,480千円

投資有価証券評価損 71,639千円

工具器具備品売却損 2,971千円 工具器具備品除却損 334千円

ソフトウェア除却損 101千円

移転費用 1,820千円

投資有価証券評価損 86,879千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 23,102千円

無形固定資産 8,031千円

有形固定資産 33,419千円

無形固定資産 18,365千円

有形固定資産 61,272千円

無形固定資産 23,407千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具 
備品 

13,434 1,845 11,588 

合計 13,434 1,845 11,588 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具 
備品 

13,434 5,385 8,048 

合計 13,434 5,385 8,048 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具 
備品 

13,434 3,615 9,818 

合計 13,434 3,615 9,818 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,471千円 

１年超 8,174千円 

合計 11,646千円 

１年内 3,548千円 

１年超 4,626千円 

合計 8,174千円 

１年内 3,509千円 

１年超 6,410千円 

合計 9,920千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,188千円 

減価償却費相当額 1,142千円 

支払利息相当額 80千円 

支払リース料 1,842千円 

減価償却費相当額 1,769千円 

支払利息相当額 97千円 

支払リース料 3,030千円 

減価償却費相当額 2,912千円 

支払利息相当額 196千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

(1) 株式の取得について 

  平成17年６月10日開催の取締役会におい

て、株式取得を行う決議をいたしました。

その概要は次のとおりであります。 

① 株式取得の相手会社の名称 

    株式会社 エムシープラス 

② 取得する会社の事業内容 

    アパレルの通信販売事業 

 ③ 取得する会社の資本金  

     28,025,000円  

   （平成17年３月31日現在） 

 ④ 株式取得の時期 

     平成17年６月10日 

 ⑤ 取得株数・買取価額・取得後の 

     持分比率 

       取得株式数     2,943株 

     買取価額     275,500円 

     買取総額     810,796,500円 

     取得後持分比率    90.0％ 

 ⑥ 支払資金の調達 

     自己資金 

 ⑦ 株主構成 

     株式会社 ネットプライス 90.0％ 

     水野純也           10.0％ 

――――― (1）合弁会社の設立について 

    当社は、平成17年11月10日開催の取締役

会決議に基づき、株式会社ネクストジャパ

ン(本社：大阪府吹市、代表取締役社長：

長江芳実)との業務提携の一環として、本

年11月21日を期日として合弁会社「株式会

社アミューズボックス」を設立いたしまし

た。 

  ①  合弁会社設立の趣旨 

      当社では、携帯電話およびパソコンか

らアクセス可能なインターネット上で

の通信販売事業を行っており、自社で

運営するWEB・モバイルサイト上で雑

誌、ラジオ、インターネット、交通広

告等の約120の有力提携媒体と連動し

たショッピングサービスを展開してお

ります。 

  今後、株式会社アミューズボックス

を通じて600万人を超える大規模会員

組織「JJCLUB100」と連動した新たな

ショッピングサービスを開始すること

で、商品販売チャネルの更なる拡大を

図ると同時に、商品の申し込みが増え

るほどに価格が安くなる販売方式「ギ

ャザリング」の効果を増加させること

により、インターネットを通じた新た

な流通スタイルの構築を目指します。 



前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

――――― ―――――    ② 合弁会社の概要 

    (１) 商 号 

      株式会社アミューズボックス 

    (２) 代表者 

     代表取締役社長   佐藤輝英 

     （当社代表取締役社長） 

      代表取締役副社長 渡邊一正 

（株式会社ネクストジャパン取締役

上席副社長） 

    (３)  設立年月日 

平成17年11月21日  

    (４)  主な事業の内容 

携帯電話およびパソコンインターネ

ット上でのショッピングサービス

事業ならびにオンラインアミュー

ズメント事業 

    (５)  役員構成  

  代表者は上記２名が兼務。他取締

役は両社よりそれぞれ１名ずつの選

出とし、監査役は株式会社ネクスト

ジャパンからの選出といたします。

    (６)  資本の額 

90百万円 

    (７)  発行株式総数 

1,800株 

    (８)  株主構成および所有割合 

株式会社ネットプライス 

                    50.0％ 

株式会社ネクストジャパン 

                    50.0％ 

     

  

  



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

      

 (1）有価証券報告書及びその添付資料     事業年度 自 平成16年10月１日   平成17年12月19日  

      （第6期） 至 平成17年９月30日    関東財務局長に提出  

 (2）有価証券届出書及びその添付書類       平成18年1月19日  

         関東財務局長に提出  

 (3）臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号に基づく臨時報告書であります。 

 平成18年4月19日 

 関東財務局長に提出  

 (4）臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号に基づく臨時報告書であります。  

 平成18年4月19日 

 関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年６月20日 

株式会社 ネットプライス  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員   

業務執行社員 
 公認会計士 猪 瀬 忠 彦  印 

 
指定社員   

業務執行社員 
 公認会計士 吉 村 孝 郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ネットプライスの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

６年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ネットプライス及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１６年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年６月14日 

株式会社 ネットプライス  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員   

業務執行社員 
 公認会計士 猪 瀬 忠 彦  印 

 
指定社員   

業務執行社員 
 公認会計士 早 稲 田 宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ネットプライスの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

７年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ネットプライス及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１７年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年６月20日 

株式会社 ネットプライス  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
 指定社員   

 業務執行社員 
 公認会計士 猪 瀬 忠 彦  印 

 
 指定社員   

 業務執行社員 
 公認会計士 吉 村 孝 郎  印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ネットプライスの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成１６

年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ネットプライスの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６

年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年６月14日 

株式会社 ネットプライス  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
 指定社員   

 業務執行社員 
 公認会計士 猪 瀬 忠 彦  印 

 
 指定社員   

 業務執行社員 
 公認会計士 早 稲 田 宏   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ネットプライスの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成１７

年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ネットプライスの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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